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○浜松市指定居宅サービス等の事業等に関する基準を定める条例 

平成２４年１２月１４日 

浜松市条例第８０号 

改正 平成２６年１２月１２日浜松市条例第７５号 

（指定居宅サービス等の事業に関する基準） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７０条第２項第

１号（法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める

者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第    

１２６条の４の２（省令附則及び省令を改正する命令のうち、同条に関する部分を含む。）

に定めるところによる。 

２ 法第４２条第１項第２号並びに法第７４条第１項及び第２項に規定する条例で定める

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準は、指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。同令を改正

する命令を含む。）に定める基準とする。 

（指定地域密着型サービスの事業に関する基準） 

第２条 法第７８条の２第１項（法第７８条の１２において読み替えて準用する法第７０

条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める数は、２９人以

下とする。 

２ 法第７８条の２第４項第１号（法第７８条の１２において読み替えて準用する法第 

７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める者は、省令

第１３１条の１０の２（省令附則及び省令を改正する命令のうち、同条に関する部分を

含む。）に定めるところによる。 

３ 法第７８条の４第１項及び第２項に規定する条例で定める指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。同令を改正する命令を含

む。）に定める基準とする。 

（指定居宅介護支援等の事業に関する基準） 

第３条 法第７９条第２項第１号（法第７９条の２第４項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める者は、省令第１３２条の３の２（省令附則及び省令を改正する

命令のうち、同条に関する部分を含む。）に定めるところによる。 

２ 法第４７条第１項第１号並びに法第８１条第１項及び第２項に規定する条例で定める



令和５年度介護サービス事業者説明会（浜松市健康福祉部介護保険課） 

 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準は、指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。同令を改正する命令を含

む。）に定める基準とする。 

（平２６条例７５・追加） 

（指定介護老人福祉施設に関する基準） 

第４条 法第８６条第１項（法第８６条の２第４項において準用する場合を含む。）に規

定する条例で定める数は、３０人以上とする。 

２ 法第８８条第１項及び第２項に規定する条例で定める指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準は、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１１年厚生省令第３９号。同令を改正する命令を含む。）に定める基準とする。

この場合において、市長が必要があると認めるときは、同令第３条第１項第１号イ中「１

人とすること。ただし、入所者への指定介護福祉施設サービスの提供上必要と認められ

る場合は、２人とすることができる」とあるのは、「４人以下とすること」とする。 

（平２６条例７５・旧第３条繰下） 

（介護老人保健施設に関する基準） 

第５条 法第９７条第１項から第３項までに規定する条例で定める介護老人保健施設の人

員、施設及び設備並びに運営に関する基準は、介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号。同令を改正する命令を含む。）

に定める基準とする。 

（平２６条例７５・旧第４条繰下） 

（介護医療院に関する基準） 

第６条 法第１１１条第１項から第３項までに規定する条例で定める介護医療院の人員、

施設及び設備並びに運営に関する基準は、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。同令を改正する命令を含む。）に定め

る基準とする。 

（指定介護予防サービス等の事業に関する基準） 

第７条 法第１１５条の２第２項第１号（法第１１５条の１１において読み替えて準用す

る法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める者は、

省令第１４０条の１７の２（省令附則及び省令を改正する命令のうち、同条に関する部

分を含む。）に定めるところによる。 

２ 法第５４条第１項第２号並びに法第１１５条の４第１項及び第２項に規定する条例で
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定める指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。同令を改正す

る命令を含む。）に定める基準とする。 

（平２６条例７５・旧第５条繰下） 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業に関する基準） 

第８条 法第１１５条の１２第２項第１号（法第１１５条の２１において読み替えて準用

する法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める者

は、省令第１４０条の２７の２（省令附則及び省令を改正する命令のうち、同条に関す

る部分を含む。）に定めるところによる。 

２ 法第１１５条の１４第１項及び第２項に規定する条例で定める指定地域密着型介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。同令を

改正する命令を含む。）に定める基準とする。 

（平２６条例７５・旧第６条繰下） 

（指定介護予防支援等の事業に関する基準） 

第９条 法第１１５条の２２第２項第１号（法第１１５条の３１において読み替えて準用

する法第７０条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する条例で定める者

は、省令第１４０条の３４の２（省令附則及び省令を改正する命令のうち、同条に関す

る部分を含む。）に定めるところによる。 

２ 法第５９条第１項第１号並びに法第１１５条の２４第１項及び第２項に規定する条例

で定める指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３７号。同令を改正する命令を含む。）に定める基

準とする。 

（平２６条例７５・追加） 

（包括的支援事業に関する基準） 
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第１０条 法第１１５条の４６第５項に規定する条例で定める包括的支援事業の実施に関

する基準（地域包括支援センターの職員及び当該職員の員数に係るものに限る。）は、

次に定める基準とする。 

(1) 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がおおむね

６，０００人未満である場合に置くべき専らその職務に従事する常勤の職員の員数は、

原則として次のとおりとすること。 

ア 保健師その他これに準じる者 １人 

イ 社会福祉士その他これに準じる者 １人 

ウ 主任介護支援専門員（省令第１４０条の６６第１号イ(3)に規定する主任介護支援

専門員をいう。）その他これに準じる者 １人 

(2) 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がおおむね

６，０００人以上である場合に置くべき専らその職務に従事する常勤の職員の員数は、

原則として、前号に定める職員の員数に、当該第１号被保険者の数がおおむね５，９９

９人を超える部分についておおむね２，０００人までごとに、前号アからウまでに掲げ

る者のうちいずれか１人を加えた員数とすること。この場合において、同号アからウま

でに掲げる者間の員数の均衡を失しないよう努めなければならない。 

(3) 第１号の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域に

一の地域包括支援センターを設置することが必要であると浜松市地域包括支援センタ

ー運営協議会（浜松市地域包括支援センター運営協議会条例（平成２０年浜松市条例第

３４号）第１条に規定する浜松市地域包括支援センター運営協議会をいう。以下同じ。）

において認められた場合に置くべき職員の員数は、次の表の左欄に掲げる担当する区域

における第１号被保険者の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところによることが

できる。 

おおむね1,000人未満 第1号アからウまでに掲げる者のうちから1人又は2人 

おおむね1,000人以上2,000人未満 第1号アからウまでに掲げる者のうちから2人（うち1

人は専らその職務に従事する常勤の職員とする。） 

おおむね2,000人以上3,000人未満 専らその職務に従事する常勤の第1号アに掲げる者1

人及び専らその職務に従事する常勤の同号イ又はウに掲げる者のいずれか1人 

２ 法第１１５条の４６第５項に規定する条例で定める包括的支援事業の実施に関する基

準（地域包括支援センターの職員及び当該職員の員数以外の事項に係るものに限る。）

は、次に定める基準とする。 
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(1) 地域包括支援センターは、前項第１号アからウまでに掲げる職員が協働して包括的

支援事業を実施することにより、各被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に

応じて、法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスその他の保健医療サービ

ス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるように導き、各被保

険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日常生活を営むことができるよう

にしなければならないこと。 

(2) 地域包括支援センターは、浜松市地域包括支援センター運営協議会の意見を踏まえ

て、適切、公正かつ中立な運営を確保すること。 

（平２６条例７５・追加） 

（指定介護療養型医療施設に関する基準） 

第１１条 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定によ

る改正前の法第１１０条第１項及び第２項に規定する条例で定める指定介護療養型医療

施設の人員、設備及び運営に関する基準は、健康保険法等の一部を改正する法律附則第

１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医

療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号。同令を改正

する命令を含む。）に定める基準とする。 

（平２６条例７５・旧第７条繰下） 

附 則 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 浜松市介護保険条例（平成１２年浜松市条例第５４号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成２６年１２月１２日浜松市条例第７５号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２３日浜松市条例第３０号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 


